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1――はじめに 

日本国内では日本人人口が減少する一方で外国人の人口と世帯数が急増している。2016年の一年間

に日本人は全国で▲31万人減少したが、外国人は+15万人増加し、外国人需要は国内不動産市場にと

って重要な分野となりつつある。本稿では、国内の外国人による不動産需要を考える上での参考とな

るよう、外国人人口に関する基本的項目を全国と主要都市、そして特に東京都区部に関して整理する。 

 

2――外国人人口増加の概況 

 

1｜外国人労働者と留学生の増加 

近年、日本で働く外国人労働者や日本への外国人留学生が急増している。厚生労働省によると、2016

年に国内の外国人労働者数は 108万 4千人と初めて 100万人を超え、前年からの増加は 17万 6千人（増

加率は+19.4％）に達した（図表－1）。外国人留学生も大幅な増加が続いており、日本学生支援機構に

よると、2016年 5月時点の留学生は 23万 9千人で、前年比+3万 1千人（+14.8％）の増加だった（図

表－2）。 

図表-1：国内外国人労働者数 

（各年 10月末現在） 

図表-2：国内外国人留学生数 

（各年 5/1現在） 
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（出所）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」 
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2｜外国人人口の増加と日本人人口の減少 

外国人労働者や留学生の増加に伴い、国内の外国人人口は急増し、日本人人口が減少する中で、外

国人人口の存在感が高まっている。 

住民基本台帳に基づく人口によると、2016年の一年間に総人口は▲16万人の減少で 1億 2,791万人

となった。このうち、日本人が▲31万人減（▲0.2％減、1億 2,558万人）の一方、外国人は+15万人

増（+6.9％増、232万人）となり1、日本人人口の減少の約半分を補った（図表－3）。 

世帯数に関しては、日本人のみの世帯も増加が続いているが（前年比+0.73％）、「外国人を含む世帯」

（外国人のみの世帯と日本人と外国人の複数国籍世帯の合計をこのように呼ぶこととする、以下同じ）

の増加率は前年比+7.8％増と著しい増加となった（図表－4）。 

図表-3：国内人口の概況 図表-4：国内世帯数の概況 
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 （注）日本人と外国人の複数国籍世帯を、複数国籍世帯とした 

（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

短期滞在者を含めた国内に在留する外国人数（総在留外国人数）は、2016年末に 291万人に達し2、

前年比で+8.4％の増加だった。2008 年のリーマンショック以降、国内の外国人人口は減少が進み3、

2011 年末には 208 万人となったがその後増加に転じ、2008 年末時点と比べ、現在（2016 年末）の外

国人人口は+40.2％の大幅な増加となっている（図表－5）。 

総務省の「人口推計」によると、近年、総人口は減少を続けているが、2013年以降、前年比減少幅

は▲24万人から▲16万人程度へと縮小傾向にある。これは、日本人人口の減少幅が拡大傾向にある一

方、外国人人口が 2013年から増加に転じたためである（図表－6）。 

                                                
1 本稿では外国人数の把握に、法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口

動態及び世帯数」、総務省「人口推計」を利用しており、それぞれの数値に相違がある。在留外国人統計（旧登録外国人統計）

は国内に在留する外国人の全体数について長期にデータが把握でき、調査時点が年末（半年に一度の調査）であり暦年での

集計に利便性が高いが、地域別には全体数（総在留外国人数）が把握できないことや日本人との比較などに課題があること、

総務省「人口推計」は総人口から日本人人口を減ずることで外国人人口を把握できるが調査が 10 月 1 日時点であることと地

域別データが県別までであること、住民基本台帳に基づく人口は毎年 1 月 1 日の調査結果が市区町村別に詳細に公表され住

民登録をしている全外国人人口や世帯数も把握できるが、外国人の把握が 2013 年 7 月以降でそれ以前からの外国人人口を把

握できないなどの特徴と課題がある。 
2 短期滞在者等を含むため、総在留外国人数（図表－5）は、住民基本台帳に基づく人口（図表－3）よりも多い。 
3 リーマンショック後に、欧米を中心とした海外企業（外資系金融機関など）がアジア拠点を東京から上海やシンガポール、

香港などに移転させる動きが加速したことは、東京の A クラスオフィスビルのテナント構成や賃料水準、高級賃貸マンショ

ン市況にも大きな影響を与えてきた。 
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図表-5：国内の総在留外国人数 

（各年年末時点） 

図表-6：国内の日本人・外国人別人口増加数 

（各年 10/1時点、前年比） 
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（注）各念年末値、総在留外国人数 
（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

（注）外国人人口は総人口から日本人人口を減じて算出 
（出所）総務省統計局「人口推計」 

  

 

外国人人口の増加と日本人人口の減少の結果、総人口に占める外国人人口の比率は上昇が続いてい

る。「人口推計」によると、外国人人口比率は 2000年（10/1時点）の 1.03％から 2016年には 1.51％

に上昇しており4、現在の状況（日本人人口の減少と外国人人口の増加）が続くのであれば、今後、外

国人人口の比率はさらに上昇していく（図表－7）。 

外国人人口の増加に伴い、「外国人を含む世帯」数も急増している。「外国人を含む世帯」は 2016

年の一年間に+12.3万世帯の増加（+7.8％増）となり、総世帯増加数の 23.4％を占めた。新規の住宅

需要における外国人を含む世帯の比率が高まりつつあると考えられる（図表－8）。 

図表-7：国内の外国人人口の増加数と 

外国人人口比率（各年 10/1時点） 

図表-8：外国人を含む世帯の増加数と総世帯増加

数に占める構成比（2013.3-2017.1） 
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4 図表－3にあるように、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」では 2017年 1/1時点の外国人人口比率は 1.82％

だった。 
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3｜男女別・年齢別の外国人人口 

最近の外国人人口の特徴のひとつに、過去のトレンドと異なり、男性人口の増加が女性人口の増加

を上回っている点がある。図表－9と 10にあるように、1980年からリーマンショックの 2008年まで

は、ほとんどの年で女性の増加数が男性の増加数を上回ってきた。2013年以降に男性増加数が女性を

上回る状況が続いた結果、外国人人口に占める女性比率は 2012年の 55.4％から 2016年は 53.0％へと

低下している。 

図表-9：外国人の男女別人口推移 

（各年 10/1時点） 

図表-10：男女別外国人人口増加数 

（各年 10/1時点） 
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（注）外国人人口は総人口から日本人人口を減じて算出 

（出所）総務省統計局「人口推計」 

（注）外国人人口は総人口から日本人人口を減じて算出 

（出所）総務省統計局「人口推計」 

 

国内に滞在する外国人の年齢構成は日本人と大きく異なっている。外国人は 20 歳～39 歳が特に多

く、外国人人口の 50.3％を占めている（日本人では 21.9％）（図表－11）。 

外国人の増加は 20歳代で特に多く、2016年の一年間に 20歳代の外国人人口は+7万人（+11.9％）

の増加だった（図表－12）。一方、日本人の 20 歳代は▲16 万 6 千人（▲1.3％減）の減少だったため

20歳代人口に占める外国人人口の比率は 5.1％に達している（2014年は 3.8％）。今後も、若年層に占

める外国人人口の比率は上昇が続くと考えられ、若年層の比率が高い賃貸住宅市場で、外国人の存在

感が高まると思われる。 

図表-11：外国人と日本人の年齢別人口 

（2015年、2017年、1/1時点） 

図表-12：外国人の年齢別人口増加数と増加率 

（2017年初、前年比） 
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4｜出身国籍・地域別の外国人人口 

在留外国人統計によると、日本に居住・滞在する外国人（総在留外国人数）のうち、アジア地域出

身者が全体の 81.3％を占め、次いで南米の 8.5％、北米の 4.1％、ヨーロッパの 3.9％と続いている。 

出身国籍・地域別にみると、中国が全体の 29.0％で最も多く、次いで韓国5、フィリピン、ベトナ

ム、ブラジル、台湾、米国と続いている（図表－13）。 

ほとんどの国籍・地域で外国人人口は増加しており、2016年の一年間に増加が顕著だったのが、中

国、ベトナム、フィリピン、ネパール、インドネシア、台湾、ブラジルなどだった6（図表－14、15、

16）。特に、ベトナム、ネパール、インドネシア、スリランカ、ミャンマー、カンボジアなどは、2016

年の一年間の増加率が 20％を上回る急増となっている。 

図表-13：出身国籍・地域別の総在留外国人数と 

構成比（2016年末） 

図表-14：出身国籍・地域別の総在留外国人数① 

（各年年末時点） 
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図表-15：出身国籍・地域別の総在留外国人数② 

（各年年末時点） 

図表-16：主要出身国籍別の総在留外国人増加数 

・増加率（2016年末、前年比） 
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（注）台湾は 2012年より 

（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

 

                                                
5 韓国には特別永住者として在日韓国人の方々が含まれる。特別永住資格については、「出入国管理及び難民認定法（入管法）」

の特例法である「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法」を根拠としている。

特別永住者については、國分行政書士事務所「特別永住者とは」、東洋経済記事「｢特別永住制度｣は見直すべき時期に来てい

る-法改正による｢新たな付与｣は必要なのか」などを参照のこと。 
6 近年、日本での人口が減少した国・地域として、韓国・朝鮮、ブラジル、ペルーがあげられる。ともに 2016 年は増加に転

じているが、リーマンショック直後の 2008 年末から 2016 年末までの減少幅は、ブラジル▲12 万 9 千人、韓国・朝鮮▲3 万

人、ペルー▲1 万 2 千人だった。 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H03/H03HO071.html
http://www.kokubun-office.jp/article/14453659.html
http://toyokeizai.net/articles/-/147033
http://toyokeizai.net/articles/-/147033


 

 

6｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2017-07-18｜Copyright ©2017 NLI Research Institute All rights reserved 

5｜在留資格別の外国人人口 

外国人の在留資格で最も多いのが全体の 1/4を占める永住者（25.0％）で、次いで短期滞在（17.6％）、

特別永住者7（11.6％）、留学（9.5％）、技能実習8（7.8％）の順となっている（図表－17）。一方、2016

年の増加数で多いのは、短期滞在、技能実習、留学、永住者、技術・人文知識・国際業務の順だった。 

外国人の出身国籍・地域別に在留資格は大きく異なっている（図表－18）。中国、フィリピン、ブラ

ジルは永住者の比率が最も高く、韓国は特別永住者が 57.6％を占め、台湾や米国、タイは短期滞在が

最も多い。ベトナムは技能実習が 43.3％、留学が 30.7％を占め、ネパールは留学比率が 33.8％、家

族滞在が 25.7％と高く、インドネシアは技能実習と短期滞在が 30.1％を占めていることが特徴だ。 

在留資格別ごとに出身国籍・地域の多さをみると、総在留外国人全体の 29.0％を占める中国が多く

の在留資格で最も多くを占めているが、フィリピンは興行の 39.4％を、ベトナムは技能実習の 38.6％

を、米国は公用の 30％、宗教の 38.1％、法律・会計業務の 46.6％、教育の 51.6％を、ネパールは技

能の 31.4％を占めるなど、国籍・地域別に特徴がみられる（図表－19）。 

図表-17：在留資格別総在留外国人数と増加数 

（2016年末、前年比） 

2
2

7

-127

-183 3

31 1
5

2
,2

3
1

3,768

6

3
2

7

-39

490

23,435

3
2

9

457

2
,5

6
1

3
5

,9
3

4

76

73,827

30,653

-142

15,719

1
0

,1
8

4

26,611

-1
,0

2
2

2,033

7,298

-9,676

2,913,314

7
,5

4
5

7
,2

3
5

7
,5

3
2

445

4
,4

30

247

3
,7

3
9

21,877

148

1
,3

42

1
,6

1
3

11,161

161,154

15,824

3
,8

2
7

39,775

228,589

2
,7

66

512,490

277,344

1
,4

5
1

149,320

48,270

727,111

139,327

30,972

168,830

338,950

-40,000

-20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

総
数

外
交

公
用

教
授

芸
術

宗
教

報
道

高
度
専
門
職

経
営
・管
理

法
律
・会
計
業
務

医
療

研
究

教
育

技
術
・人
文
知
識
・国
際
業
務

企
業
内
転
勤

興
行

技
能

技
能
実
習

文
化
活
動

短
期

留
学

研
修

家
族
滞
在

特
定
活
動

永
住
者

日
本
人
の
配
偶
者
等

永
住
者
の
配
偶
者
等

定
住
者

特
別
永
住
者

総在留外国人数

増加数（右目盛）

 
（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

 
図表-18：出身国籍・地域別にみた在留資格別の 

総在留外国人数構成比（2016年末） 

図表-19：在留資格別にみた出身国籍・地域別の 

総在留外国人数構成比（2016年末） 
在留資格 総数 中国 韓国 フィリピン ベトナム ブラジル 台湾 米国 タイ ネパール インドネシア

総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
外交 0.3% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 1.1% 0.2% 0.0% 0.4%
公用 0.2% 0.0% 0.1% 0.4% 0.1% 0.0% 0.0% 2.3% 0.2% 0.0% 0.6%
教授 0.3% 0.2% 0.2% 0.0% 0.1% 0.0% 0.2% 1.0% 0.2% 0.1% 0.2%
芸術 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%
宗教 0.2% 0.0% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 1.8% 0.2% 0.0% 0.1%
報道 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
高度専門職 0.1% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%
経営・管理 0.8% 1.3% 0.6% 0.0% 0.1% 0.0% 0.7% 0.7% 0.2% 1.7% 0.0%
法律・会計業務 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%
医療 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
研究 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1%
教育 0.4% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 0.0% 0.0%
技術・人文知識・国際業務 5.5% 8.1% 3.6% 1.8% 6.7% 0.2% 6.7% 8.6% 1.9% 4.8% 2.7%
企業内転勤 0.5% 0.7% 0.3% 0.4% 0.4% 0.0% 0.6% 0.7% 0.8% 0.1% 0.5%
興行 0.1% 0.0% 0.1% 0.6% 0.0% 0.1% 0.0% 0.5% 0.1% 0.0% 0.1%
技能 1.4% 1.8% 0.2% 0.2% 0.2% 0.0% 0.1% 0.1% 1.5% 18.3% 0.3%
技能実習 7.8% 9.6% 0.0% 8.3% 43.3% 0.0% 0.0% 0.0% 8.9% 0.3% 30.1%
文化活動 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2% 0.1% 0.0% 0.1%
短期滞在 17.6% 17.4% 13.8% 9.5% 1.5% 1.3% 50.5% 39.7% 41.4% 0.5% 30.1%
留学 9.5% 13.7% 2.9% 0.7% 30.7% 0.2% 8.9% 3.0% 5.3% 33.8% 9.0%
研修 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.3%
家族滞在 5.1% 8.3% 2.3% 1.0% 3.7% 0.3% 1.8% 4.2% 0.8% 25.7% 3.6%
特定活動 1.7% 1.2% 0.6% 1.6% 1.3% 0.0% 4.2% 0.3% 0.3% 6.3% 5.8%
永住者 25.0% 28.3% 12.9% 45.8% 7.0% 60.4% 19.3% 17.4% 23.6% 5.6% 9.6%
日本人の配偶者等 4.8% 3.8% 2.6% 9.8% 1.3% 8.7% 3.9% 9.7% 8.6% 0.9% 3.1%
永住者の配偶者等 1.1% 1.5% 0.4% 1.8% 0.8% 1.5% 0.2% 0.2% 0.8% 0.7% 0.4%
定住者 5.8% 3.2% 1.4% 17.5% 2.6% 27.0% 1.5% 1.2% 4.6% 1.0% 3.1%
特別永住者 11.6% 0.1% 57.6% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 

在留資格 総数 中国 韓国 フィリピン ベトナム ブラジル 台湾 米国 タイ ネパール インドネシア

総数 100.0% 29.0% 18.1% 9.3% 7.0% 6.3% 3.7% 3.2% 2.8% 2.3% 2.1%
外交 100.0% 7.4% 6.1% 2.2% 2.8% 1.7% 0.1% 13.1% 1.7% 0.3% 3.0%
公用 100.0% 2.3% 7.1% 15.2% 2.0% 0.5% 0.2% 30.0% 2.8% 0.3% 4.8%
教授 100.0% 20.5% 12.0% 1.2% 2.0% 0.6% 2.4% 12.6% 1.8% 0.8% 1.7%
芸術 100.0% 15.1% 8.5% 0.0% 0.0% 2.2% 2.0% 16.4% 0.0% 1.1% 0.0%
宗教 100.0% 1.5% 19.8% 5.4% 4.7% 2.6% 1.8% 38.1% 3.6% 0.0% 1.3%
報道 100.0% 19.8% 19.4% 0.0% 4.0% 0.8% 2.4% 9.7% 0.0% 0.4% 0.0%
高度専門職 100.0% 64.9% 3.7% 0.6% 1.5% 0.3% 3.0% 5.2% 0.4% 0.3% 0.5%
経営・管理 100.0% 51.3% 13.9% 0.3% 0.7% 0.1% 3.5% 3.0% 0.6% 5.2% 0.1%
法律・会計業務 100.0% 6.8% 4.7% 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 46.6% 0.0% 0.0% 0.0%
医療 100.0% 78.2% 9.1% 2.0% 0.7% 0.0% 1.6% 0.4% 0.2% 0.2% 5.8%
研究 100.0% 28.1% 9.5% 1.5% 3.0% 0.6% 4.0% 4.5% 2.4% 0.9% 2.2%
教育 100.0% 0.6% 0.9% 4.9% 0.0% 0.3% 0.4% 51.6% 0.0% 0.2% 0.0%
技術・人文知識・国際業務 100.0% 42.4% 11.8% 3.1% 8.4% 0.2% 4.5% 5.0% 1.0% 2.0% 1.0%
企業内転勤 100.0% 36.4% 10.1% 7.1% 5.3% 0.6% 3.8% 4.5% 4.2% 0.4% 1.9%
興行 100.0% 3.3% 8.6% 39.4% 0.1% 3.4% 1.1% 12.0% 2.7% 0.7% 1.5%
技能 100.0% 39.2% 2.4% 1.3% 0.8% 0.1% 0.2% 0.3% 3.0% 31.4% 0.4%
技能実習 100.0% 35.4% 0.0% 9.9% 38.6% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 0.1% 8.2%
文化活動 100.0% 34.1% 9.1% 0.8% 1.8% 0.9% 4.3% 5.3% 3.6% 0.4% 1.5%
短期滞在 100.0% 28.7% 14.2% 5.1% 0.6% 0.5% 10.5% 7.3% 6.6% 0.1% 3.6%
留学 100.0% 41.6% 5.6% 0.7% 22.5% 0.1% 3.4% 1.0% 1.6% 8.3% 2.0%
研修 100.0% 16.8% 1.7% 7.3% 14.6% 2.6% 1.6% 0.8% 14.0% 0.7% 11.9%
家族滞在 100.0% 46.7% 8.2% 1.9% 5.1% 0.3% 1.3% 2.6% 0.5% 11.7% 1.5%
特定活動 100.0% 20.4% 7.0% 9.1% 5.4% 0.1% 9.4% 0.7% 0.5% 8.9% 7.4%
永住者 100.0% 32.8% 9.4% 17.1% 2.0% 15.3% 2.8% 2.3% 2.7% 0.5% 0.8%
日本人の配偶者等 100.0% 23.3% 9.9% 19.2% 1.9% 11.4% 3.0% 6.6% 5.1% 0.5% 1.4%
永住者の配偶者等 100.0% 41.9% 7.1% 15.6% 5.1% 8.8% 0.7% 0.7% 2.0% 1.5% 0.7%
定住者 100.0% 16.1% 4.4% 28.2% 3.1% 29.3% 0.9% 0.7% 2.3% 0.4% 1.1%
特別永住者 100.0% 0.3% 89.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） （出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

 

                                                
7 特別永住者資格については脚注 5 を参照のこと。なお、特別永住者の出身国籍・地域の 98.9％が韓国、朝鮮である。 
8 ここでの技能実習は「技能実習１号イ」「技能実習１号ロ」「技能実習 2 号イ」「技能実習 2 号ロ」の合計。外国人技能実習

制度に関しては公益財団法人 国際研修協力機構の「外国人技能実習制度のあらまし（現行制度）」等を参照のこと 

http://www.jitco.or.jp/system/seido_enkakuhaikei.html
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3――都道府県別・主要都市別にみた外国人人口 

 

1｜都道府県別の外国人人口 

国内の外国人人口はどの都道府県に多いのだろうか。 

住民基本台帳に基づく人口によると、各県の総人口に占める外国人人口比率が最も高いのが東京都

（3.6％）で、次いで愛知県（2.9％）、群馬県（2.4％）、大阪府（2.4％）、三重県（2.4％）、岐阜県（2.3％）

と続いている（図表－20）。在留外国人統計によると、外国人人口（在留外国人数9）が最も多いのは

東京都の 50.1万人10で全国の 21.0％を占めている。 

国内の外国人人口（在留外国人数）は 2011年以降、着実に増加してきたが、県ごとの変動は大きく、

2016 年は前年比で+2.2％（秋田県）から+13.0％（佐賀県）までの差があった11（図表－21）。増加率

を都道府県別にみると、関東に加え、北海道・東北の一部・北陸の一部・中国・四国・九州・沖縄な

どで全国平均を上回る高い増加率となる一方、関西の府県では全国平均を下回った。2016年の外国人

人口増加数（+15万人）の 25.3％が東京都に集中し、関東 1都 6県で 55.4％を占めている12。 

図表-20：都道府県別の外国人人口と外国人人口比

率（2017年初） 

図表-21：都道府県別在留外国人増加数・増加率 

（2016年末、前年比） 
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 （注）在留外国人数（総在留外国人数は都道府県別の公表がされてい

ない）を記載。 
（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

 

「外国人を含む世帯」の増加率は、すべての都道府県で日本人のみの世帯を大幅に上回っている。

「外国人を含む世帯」の増加数は首都圏や愛知県、大阪府などの大都市圏で多く、増加率は佐賀県、

北海道、宮崎県、香川県、沖縄県、福島県、宮城県、鹿児島県などの地方圏で高い（図表－21）。 

2016 年の一年間における、「外国人を含む世帯」の増加数が、世帯数全体の増加数に占める比率が

                                                
9 都道府県別には「在留外国人数」（2016 年末に 238 万人）のみ公表されており、短期滞在や外交・公用を含む「総在留外

国人数」（同 291 万人）が把握できない。このため、都道府県別の合計値は既述の全国値（総在留外国人数）と異なり、短期

滞在等の比率の高い都道府県では差異が生じていると思われる。在留外国人数の総在留外国人数に占める比率を国籍・地域

別にみると、ベトナムやブラジル、ネパール、ベルーなどでは 98％を上回るが、米国やタイは 6 割を下回る。在留外国人統

計の定義等については、法務省の「利用上の注意」を参照のこと。なお、「在留外国人数」は「在留カード」保有者の集計結

果であり、（2009 年に公布された新しい）在留管理制度については法務省「新しい在留管理制度について」を参照のこと。 
10 住民基本台帳に基づく人口によると、東京都の外国人人口は 48.6 万人である（図表－20）。 
11 2016 年の一年間では全都道府県で外国人人口は増加したが、2015 年は秋田県で減少し、2013 年と 2014 年には 15 府県

で減少がみられた。なお、県によっては外国人人口の増減は大きく、例えば静岡県は 2013 年に▲1,886 人の減少（全国最大

の減少）だったが、2016 年は+3,755 人の増加（全国 10 位の増加）となった。 
12 住民基本台帳に基づく人口によると、2016 年の一年間に総人口が増加したのは 8 都県であったが、このうち、滋賀県と福

岡県では日本人人口は減少しており、外国人人口の増加が県内人口の増加をもたらした。 

http://www.moj.go.jp/housei/toukei/housei05_00021.html
http://www.moj.go.jp/KANBOU/KOHOSHI/no39/2.html
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最も高いのは山口県で 67.1％だった。山口県では日本人のみの世帯の増加数が+444世帯だったのに対

し、「外国人を含む世帯」の増加数は 904世帯と、日本人のみの世帯の増加数を大幅に上回った（図表

－22）。 

なお、日本人のみの世帯数は高知県と秋田県では既に減少に転じている。日本人のみの世帯数の増

加率が 0.1％を下回る和歌山県や山口県でも、日本人のみの世帯数は遠からず減少に転じると考えら

れる（図表－24）。 

図表-22：外国人を含む世帯の増加数・増加率 

（都道府県別、2016年初、前年比） 

図表-23：外国人を含む世帯比率（2017年初）と

世帯増加数に占める比率（前年比） 
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日本人のみの世帯増加率（同上）
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 （注）各年年初値。なお、秋田県と高知県は 2016年初から 2017年
初にかけて総世帯数の減少がみられたため、上図からは削除した
（秋田県は-400％、高知県は-67％となる）。 

（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

図表-24：都道府県別の日本人のみの世帯の増加率 
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

都道府県ごとに外国人の出身国籍・地域に関してどのような相違があるのかをみていこう。 

在留外国人統計によると、過半数の都道府県（34都道県）で最も人口が多い外国人（在留外国人）

の出身国籍・地域は中国だった。関西地域を中心とする 6府県では韓国が最も多く、静岡県や愛知県

を含む東海地域などの 6県ではブラジルからが、沖縄では米国からが最大の国籍・地域となっている

（図表－25）。 
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2016 年の一年間の増加数では、ベトナムが 42 道府県で第一位となっており、残りの 5 都県でも第

二位を占めるなど、ベトナム国籍者の増加は全国に広がっている。すでにみたように、ベトナムから

の在留資格のうち技能実習が 43.3％を占めており、日本人の人手不足が技能実習への需要を高め、ベ

トナム人の在留を増加させたのではないかと思われる。 

図表-25：都道府県別の在留外国人数・増加数と 

出身国籍・地域別の人口規模および人口増加数順位（2016年末、前年比） 

都道府県 増加数 増加率 人口集積順位（2016.12） 人口増加数順位（2015.12-2016.12）

2016.12 構成比
2015.12-
2016.12

構成比
2015.12-
2016.12

1位 2位 3位 4位 1位 2位 3位 4位

総数 2,382,822 100.0% 150,633 100.0% 6.7% 中国 韓国 フィリピン ベトナム ベトナム 中国 フィリピン ネパール

北海道 28,869 1.2% 3,177 2.1% 12.4% 中国 韓国 ベトナム フィリピン ベトナム 台湾 ミャンマー フィリピン

青森 4,568 0.2% 323 0.2% 7.6% 中国 ベトナム 韓国 フィリピン ベトナム カンボジア ミャンマー フィリピン
岩手 6,275 0.3% 373 0.2% 6.3% 中国 フィリピン ベトナム 韓国 ベトナム フィリピン ミャンマー インドネシア
宮城 19,314 0.8% 1,606 1.1% 9.1% 中国 韓国 ベトナム ネパール ベトナム ネパール インドネシア フィリピン
秋田 3,695 0.2% 79 0.1% 2.2% 中国 フィリピン 韓国 ベトナム ベトナム フィリピン ネパール カンボジア
山形 6,378 0.3% 218 0.1% 3.5% 中国 韓国 フィリピン ベトナム ベトナム フィリピン タイ カンボジア
福島 12,068 0.5% 1,016 0.7% 9.2% 中国 フィリピン 韓国 ベトナム ベトナム フィリピン インドネシア ネパール
茨城 58,182 2.4% 4,087 2.7% 7.6% 中国 フィリピン ブラジル タイ ベトナム フィリピン スリランカ インドネシア
栃木 36,654 1.5% 2,252 1.5% 6.5% 中国 フィリピン ブラジル ベトナム ベトナム フィリピン スリランカ インドネシア
群馬 50,220 2.1% 3,819 2.5% 8.2% ブラジル 中国 フィリピン ベトナム ベトナム ネパール フィリピン ブラジル
埼玉 152,486 6.4% 12,830 8.5% 9.2% 中国 フィリピン 韓国 ベトナム 中国 ベトナム ネパール フィリピン
千葉 133,071 5.6% 10,592 7.0% 8.6% 中国 フィリピン 韓国 ベトナム ベトナム 中国 ネパール スリランカ
東京 500,874 21.0% 38,142 25.3% 8.2% 中国 韓国 フィリピン ベトナム 中国 ベトナム ネパール 台湾
神奈川 191,741 8.0% 11,672 7.7% 6.5% 中国 韓国 フィリピン ベトナム 中国 ベトナム ネパール フィリピン
新潟 14,731 0.6% 667 0.4% 4.7% 中国 フィリピン 韓国 ベトナム ベトナム フィリピン ネパール インドネシア
富山 15,052 0.6% 1,080 0.7% 7.7% 中国 ブラジル フィリピン ベトナム ベトナム フィリピン インドネシア ブラジル
石川 12,537 0.5% 995 0.7% 8.6% 中国 ベトナム 韓国 ブラジル ベトナム ブラジル ミャンマー インドネシア
福井 12,607 0.5% 300 0.2% 2.4% 中国 ブラジル 韓国 フィリピン ベトナム フィリピン 台湾 カンボジア
山梨 14,920 0.6% 692 0.5% 4.9% 中国 ブラジル フィリピン 韓国 ベトナム ネパール 中国 フィリピン
長野 32,483 1.4% 1,030 0.7% 3.3% 中国 ブラジル フィリピン 韓国 ベトナム フィリピン インドネシア タイ
岐阜 48,465 2.0% 2,542 1.7% 5.5% 中国 フィリピン ブラジル ベトナム ベトナム フィリピン ブラジル インドネシア
静岡 79,836 3.4% 3,755 2.5% 4.9% ブラジル フィリピン 中国 ベトナム ベトナム ブラジル フィリピン インドネシア
愛知 224,424 9.4% 15,073 10.0% 7.2% ブラジル 中国 フィリピン 韓国 ベトナム ブラジル フィリピン ネパール
三重 44,913 1.9% 1,882 1.2% 4.4% ブラジル 中国 フィリピン 韓国 ベトナム ブラジル インドネシア フィリピン
滋賀 25,838 1.1% 1,221 0.8% 5.0% ブラジル 中国 韓国 フィリピン ベトナム ブラジル インドネシア ミャンマー
京都 55,111 2.3% 1,536 1.0% 2.9% 韓国 中国 ベトナム フィリピン ベトナム 中国 フィリピン ネパール
大阪 217,656 9.1% 7,508 5.0% 3.6% 韓国 中国 ベトナム フィリピン ベトナム 中国 台湾 フィリピン
兵庫 101,562 4.3% 2,937 1.9% 3.0% 韓国 中国 ベトナム フィリピン ベトナム ネパール 中国 フィリピン
奈良 11,421 0.5% 336 0.2% 3.0% 韓国 中国 ベトナム フィリピン ベトナム フィリピン ミャンマー 台湾
和歌山 6,233 0.3% 164 0.1% 2.7% 韓国 中国 フィリピン タイ ベトナム フィリピン インドネシア タイ
鳥取 4,156 0.2% 191 0.1% 4.8% 中国 韓国 ベトナム フィリピン ベトナム フィリピン カンボジア インドネシア
島根 7,120 0.3% 520 0.3% 7.9% ブラジル 中国 フィリピン 韓国 ブラジル ベトナム カンボジア ミャンマー
岡山 24,146 1.0% 1,707 1.1% 7.6% 中国 韓国 ベトナム フィリピン ベトナム フィリピン インドネシア ブラジル
広島 46,047 1.9% 3,148 2.1% 7.3% 中国 韓国 ベトナム フィリピン ベトナム フィリピン インドネシア インド
山口 14,743 0.6% 868 0.6% 6.3% 韓国 中国 ベトナム フィリピン ベトナム フィリピン ネパール 米国
徳島 5,476 0.2% 464 0.3% 9.3% 中国 ベトナム フィリピン 韓国 ベトナム インドネシア ミャンマー フィリピン
香川 10,723 0.5% 938 0.6% 9.6% 中国 フィリピン ベトナム 韓国 ベトナム フィリピン インドネシア ミャンマー
愛媛 11,020 0.5% 741 0.5% 7.2% 中国 ベトナム フィリピン 韓国 ベトナム フィリピン インドネシア ブラジル
高知 3,997 0.2% 269 0.2% 7.2% 中国 フィリピン 韓国 ベトナム ベトナム フィリピン カンボジア ネパール
福岡 64,998 2.7% 4,581 3.0% 7.6% 中国 韓国 ベトナム ネパール ベトナム 中国 フィリピン スリランカ
佐賀 5,203 0.2% 598 0.4% 13.0% 中国 ベトナム 韓国 フィリピン ベトナム インドネシア フィリピン スリランカ
長崎 11,735 0.5% 756 0.5% 6.9% 中国 フィリピン ベトナム 韓国 ベトナム フィリピン ウクライナ ラトビア
熊本 11,662 0.5% 895 0.6% 8.3% 中国 ベトナム フィリピン 韓国 ベトナム フィリピン カンボジア インドネシア
大分 11,149 0.5% 576 0.4% 5.4% 中国 韓国 ベトナム フィリピン ベトナム フィリピン インドネシア ミャンマー
宮崎 5,100 0.2% 484 0.3% 10.5% 中国 ベトナム フィリピン 韓国 ベトナム ネパール フィリピン インドネシア
鹿児島 7,954 0.3% 732 0.5% 10.1% 中国 フィリピン ベトナム 韓国 ベトナム フィリピン カンボジア インドネシア
沖縄 14,285 0.6% 1,360 0.9% 10.5% 米国 中国 ネパール フィリピン 中国 ベトナム 台湾 ネパール

在留外国人数

 

（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

 

2｜政令指定都市と東京都区部の外国人人口 

次に、政令指定都市等（本稿では東京都区部を含む 21都市）における外国人人口と世帯数の増加の

現況を整理する。 

政令指定都市等の 21 都市においても外国人人口は急増しているが、2016 年の外国人人口の平均増

加率は+6.6％増で、全国平均の+6.9％増を下回っている（図表-26）。21都市の中で、外国人人口の増

加率が全国平均を上回ったのは 9都市、下回ったのは 12都市だった。増加率が全国平均を大きく上回

ったのは札幌市や相模原市、さいたま市、都区部、川崎市などであり、特に低かったのが京都市や堺

市、静岡市、神戸市、新潟市、浜松市などだった1314。 

政令指定都市等の外国人人口比率をみると、大阪市で 4.7％と最も高く、次いで都区部の 4.4％、名

                                                
13 熊本市での外国人人口の増加は 2016 年に+2.3％と小さかったが、2015 年には+4.5％の増加であり、2016 年の増加率の

低さは熊本地震の影響と思われる。 
14 政令指定都市と都区部の 21 都市のうち、日本人人口が減少したのが 9 都市であった。このうち、日本人人口の減少幅が

大きかったのが北九州市（▲5,588 人減）、静岡市（▲3,407 人減）、新潟市（▲2,994 人減）、神戸市（▲2,992 人減）など。

なお、相模原市は日本人人口が▲727 人減、外国人人口が+1,065 人だったため、外国人人口の増加により市の総人口は増加

となった。 
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古屋市の 3.2％、京都市の 3.0％と続いている（図表－27）。外国人人口比率が低いのは、札幌市、新

潟市、熊本市だった。 

図表-26：政令指定都市別の外国人人口増加数・

増加率（2016年初、前年比） 

図表-27：政令指定都市別の外国人人口と外国人

人口比率（2017年初） 
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 （出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

政令指定都市等で「外国人を含む世帯」の増加率が最も高いのは札幌市で、次いで相模原市、都区

部だった（図表-28）。東京都区部では、2016 年の一年間に、「外国人を含む世帯」は 2 万 5 千世帯の

増加で、これは全国の増加数の 20.3％に相当する。と同時に、都区部での日本人を含む総世帯増加数

の 30.5％を占めている（図表－29）。「外国人を含む世帯」の増加数が、市の世帯増加数に占める比率

が最も高いのは、北九州市の 48.4％だった。 

図表-28：政令指定都市別の外国人を含む世帯の

増加数・増加率（2017年初、前年比） 

図表-29政令指定都市別の外国人を含む世帯比率

（2017年初）と世帯増加数に占める比率（前年比） 
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 （出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

4――東京都区部の外国人人口 

 

1｜全国市区町村別の外国人人口ランキング 

在留外国人統計によると、20116年末時点で国内の外国人人口（在留外国人数）の 17.8％が東京都

区部に集まっている。 

全国の市区町村別のランキングをみても、外国人人口が最も多いのは東京都新宿区で、外国人の集
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積が多い 20市区中、東京都の区は 14を占めるなど、都区部ではそれぞれの区にも多くの外国人が在

留し、その増加数も多い（図表－30）。以下では東京都区部での外国人人口の増加の状況をみていく。 

図表-30：市区別にみた在留外国人人口ランキングとその増加数・増加率 

（2016年末、前年比） 
在留外国
人数

増加数 増加率
在留外国
人数

増加数 増加率
在留外国
人数

増加数 増加率

2016年 2015-16 2016/15 2016年 2015-16 2016/15 2016年 2015-16 2016/15
- 全国 2,382,822 150,633 6.7% 22 東京都杉並区 14,990 1,785 13.5% 44 京都市伏見区 8,778 288 3.4%
1 東京都新宿区 42,194 2,626 6.6% 23 東京都台東区 14,883 500 3.5% 45 宇都宮市 8,738 433 5.2%
2 東京都江戸川区 31,877 2,947 10.2% 24 市川市 14,854 1,310 9.7% 46 四日市市 8,432 337 4.2%
3 川口市 30,369 2,463 8.8% 25 松戸市 14,346 1,220 9.3% 47 名古屋市中区 8,423 603 7.7%
4 東京都足立区 28,059 1,860 7.1% 26 川崎市川崎区 13,768 949 7.4% 48 東京都目黒区 8,414 360 4.5%
5 大阪市生野区 27,868 105 0.4% 27 神戸市中央区 12,569 264 2.1% 49 小牧市 8,383 487 6.2%
6 東京都豊島区 27,651 2,577 10.3% 28 東京都品川区 12,252 673 5.8% 50 福山市 8,020 611 8.2%
7 東京都江東区 26,934 1,795 7.1% 29 東京都墨田区 11,715 794 7.3% 51 名古屋市港区 7,976 516 6.9%
8 東京都板橋区 23,161 2,548 12.4% 30 伊勢崎市 11,599 613 5.6% 52 大阪市平野区 7,913 85 1.1%
9 東京都大田区 22,165 1,437 6.9% 31 横浜市鶴見区 11,552 894 8.4% 53 大阪市西成区 7,897 589 8.1%
10 東京都港区 20,271 535 2.7% 32 八王子市 11,347 1,087 10.6% 54 津市 7,865 163 2.1%
11 東京都北区 19,902 1,956 10.9% 33 尼崎市 11,190 165 1.5% 55 西尾市 7,754 879 12.8%
12 東京都葛飾区 19,174 2,223 13.1% 34 姫路市 10,419 147 1.4% 56 大阪市中央区 7,738 90 1.2%
13 東京都世田谷区 18,895 1,387 7.9% 35 東京都渋谷区 10,384 375 3.7% 57 福岡市博多区 7,736 815 11.8%
14 東京都荒川区 18,129 950 5.5% 36 岡崎市 10,135 524 5.5% 58 大阪市浪速区 7,702 644 9.1%
15 東大阪市 17,111 199 1.2% 37 太田市 9,871 739 8.1% 59 鈴鹿市 7,587 307 4.2%
16 東京都練馬区 16,920 1,816 12.0% 38 福岡市東区 9,592 516 5.7% 60 邑楽郡大泉町 7,554 481 6.8%
17 横浜市中区 16,416 489 3.1% 39 東京都文京区 9,498 830 9.6% 61 柏市 7,533 667 9.7%
18 東京都中野区 16,152 1,930 13.6% 40 横浜市南区 9,371 726 8.4% 62 神戸市長田区 7,238 78 1.1%
19 豊田市 15,672 988 6.7% 41 浜松市中区 9,253 171 1.9% 63 川越市 7,111 919 14.8%
20 船橋市 15,531 1,377 9.7% 42 岐阜市 9,059 308 3.5% 64 八尾市 6,961 95 1.4%
21 豊橋市 15,249 530 3.6% 43 つくば市 9,059 816 9.9% 65 大阪市東成区 6,897 154 2.3%

市区町村
順
位

市区町村
順
位

市区町村
順
位

 
（注）各年末値、東京都区部と政令指定都市名に網掛け、2016年の増加数が+1千人、増加率が+8％以上の項目に網掛けした 
（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

 

2｜東京都区部外国人人口の概況 

住民基本台帳に基づく人口によると、東京都には、2016年の一年間に全国で増加した外国人人口の

1/4（25.3％）が、都区部には 1/5（21.5％）が集中している。都区部でも日本人人口の増加が頭打ち

になる中で、外国人人口の存在感が高まっている。 

東京都区部における2016年の外国人人口の増加率は8.5％と日本人の0.7％を大きく上回っている。

外国人人口は増加率だけでなく、一年間の増加数も+3万 2千人へと拡大しており、総人口の増加数（+9

万 7千人）に占める外国人の比率は 32.9％に達した。なお、日本人の増加の大部分（87.2％）が社会

増（国内他地域からの人口純流入）によるもので、外国人の増加の大部分（99.8％）は海外からの転

居などが占めている（図表－31） 

図表-31：東京都区部の日本人・外国人別人口と増加数の概況（2017年初、前年比） 

人口

2017.1 構成比 増加率
2016年
中

構成比 総数
転入者
数

転出者
数

総数 出生数
死亡者
数

総人口 9,302,962 100.0% 1.1% 97,250 100.0% 54,686 665,360 610,674 5,518 83,446 77,928 37,046

日本人 8,892,312 95.6% 0.7% 65,242 67.1% 56,812 589,458 532,646 3,323 80,520 77,197 5,107

外国人 410,650 4.4% 8.5% 32,008 32.9% -2,126 75,902 78,028 2,195 2,926 731 31,939

人口増加数 自然増減 その他増減
（海外との転
出入など）

社会増減（国内移転）

 
（出所）東京都「東京都の人口」 

 

東京都の「外国人人口」によると、東日本大震災後に 2年連続して外国人の人口は減少したが、そ

の後、2013 年（1/1 時点）を底に急速に増加に転じている（図表－32）。2017 年 1 月に外国人人口は

41 万 1 千人に達し、都区部総人口に占める比率も 4.41％となった（2016年は 4.11％）。2016年の一
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年間の外国人の増加数（+3.2万人増）は、1988年の+3.0万人の増加を上回り 1980年以降で最大の増

加となった（図表－33）。 

図表-32：都区部の外国人数・増加率 

（各年 1/1時点） 

図表-33：都区部の人口増加数（日本人・外国人）

と年初の外国人人口比率（各年 1/1時点、前年比） 
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（注）各年初値 

（出所）東京都「外国人人口」 

（注）2012年までの外国人人口は「外国人人口」より。2012年まで

の総人口は住民基本台帳の日本人人口と外国人人口を加算。 
（出所）東京都「外国人人口」「住民基本台帳による東京都の世帯と
人口」 

 

3｜東京都区部の出身国籍・地域別の外国人人口 

東京都区部の外国人人口の出身国籍・地域では、中国出身が最も多く、全体の 38.9％を占め、次い

で韓国、ベトナム、フィリピン、ネパール、台湾の順となっている（図表－34、全国では中国の構成

比は 29.0％（図表－13））。 

最近の都区部における外国人人口の国籍・地域別の推移・増減を示したのが図表－35から図表－39

である。中国やベトナム、ネパール、ミャンマーなどの出身者が急増する一方、韓国・朝鮮や欧米諸

国はリーマンショック以降の下落などからまだ本格的に回復したとはいえない状況にある。 

図表-34：都区部外国人人口の出身国籍・地域別 

構成比（2017年初） 

図表-35：都区部外国人人口の出身国籍・地域別

人口①（各年 1/1時点） 
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図表-36：都区部外国人人口の出身国籍・地域別

人口②（各年 1/1時点） 

図表-37：都区部外国人人口の出身国籍・地域別

人口③（欧米諸国、各年 1/1時点） 
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図表-38：都区部の出身国籍別増加数 

（各年 1/1時点） 

図表-39：都区部の出身国籍別外国人人口増加率 

（2014年-2016年、前年比） 
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4｜東京都における在留資格別にみた外国人人口 

在留外国人統計から、東京都内に在留する外国人の在留資格をみると15、都内では永住者（13 万 3

千人）が最も多く、留学（10万人）、技術・人文知識・国際業務（6万 1千人）が続いている。 

東京都内では、外国人の職業（在留資格）に全国とは異なる偏りがみられる。例えば、法律・会計

業務を在留資格とする外国人の 93.9％が東京に集中し、報道（89.4％）や芸術（55.9％）、高度専門

職（51.2％）でも、過半数が東京都内に在留している（図表－40）。一方、全国ベースで急増している

項目に関しては、留学の 36.1％、技術・人文知識・国際業務の 38.1％が東京都に集まっているが、技

能実習は 2.5％とほとんど東京都内ではみられない。 

都道府県別に出身国籍・地域別の在留資格別在留外国人数は開示されていないが、都内での構成比

が高い法律・会計業務は、全国ベースでは米国からが 46.6％と半数近くを占め、報道は中国が 19.8％、

韓国が 19.4、米国が 9.7％を占めている（図表－19を参照のこと）。 

東京都内で増加している在留資格としては、留学、技術・人文知識・国際業務、永住者、家族滞在

                                                
15 在留外国人統計では都道府県別しか在留資格別の外国人数を公表していないため（都区部データは未公表）。 
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などで、増加率では高度専門職が突出している（図表－41）。 

図表-40：東京都内の在留資格別外国人人口と 

全国に占める比率（2016年末） 

図表-41：東京都内の在留資格別の外国人人口増

加数と増加率（2016年末、前年比） 
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（出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） （出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計） 

 

5｜区別にみた外国人人口 

東京都区別で最も外国人人口が多いのは新宿区（41,235人）で、次いで江戸川区、足立区、豊島区、

江東区と続いている（図表－42、43）。ほとんどの区で外国人人口が急増している中で、さほど上昇率

が高くないのが、港区や品川区、渋谷区、目黒区、千代田区などの都心部や以前から欧米系外国人が

居住する高級住宅地区として知られた区である（図表－44）。 

秋にリーマンショックが発生した 2008年の 1月と 2017年とを比較すると、港区と渋谷区で当時よ

り外国人人口は減少したままであり（港区で▲12.9％、渋谷区で▲13.4％）、千代田区や目黒区、品川

区でも増加率は+3％未満と極端に低い状態にある16（都区部全体では同期間に+26.6％の増加）。 

2008年からの増加率が最も高いのが豊島区（+70.0％）で、次いで中央区（+46.2％）、江東区（+44.8％）、

中野区（+42.1％）と続いている（図表－45）。 

図表-42：東京都区部 区別外国人人口の推移① 

（各年 1/1時点） 

図表-43：東京都区部 区別外国人人口の推移② 

（各年 1/1時点） 
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（出所）東京都「外国人人口」 （出所）東京都「外国人人口」 

 

 

                                                
16 都区部の中でこれら 5 区のみが 2017 年 1 月の外国人数が 1970 年以降の外国人人口のピークに達していない。 
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図表-44：東京都区部 区別外国人人口の推移③ 

（各年 1/1時点） 

図表-45：東京都区部 区別外国人数増加数 

（増加数の多い区、1/1時点、前年比） 
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2016年の一年間の都区部での外国人人口の増加数をみると、新宿区に加え、江戸川区、豊島区、板

橋区、葛飾区で 2千人を上回る増加があり、それ以外でも、江東区、大田区、世田谷区、中野区、杉

並区、北区、練馬区、足立区も年間で 1千人を上回る大幅な増加となっている（図表－46）。 

総人口に占める外国人の人口比率は都区部全体で 4.4％、最大の新宿区でも 12.2％だが、その比率

は上昇を続けている。2016年の各区の人口増加に占める外国人の比率は、都区部で 32.9％に達し、足

立区では 70.6％、豊島区では 68.7％、新宿区では 61.7％だった。 

図表-46：区別にみた外国人人口の増加数と増加

率（2017年初、前年比） 

図表-47：区別にみた外国人人口比率（2017年初）

と人口増加数に占める外国人人口比率（前年比） 
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では、各区で増加しているのはどの国・地域からの出身者なのだろうか。 

はじめに区別に外国人の出身国籍・地域をみると、図表－48にあるように、全ての区で中国・台湾

が最も多く、韓国・朝鮮は豊島区を除く全ての区で第二位となっている。他の主要国籍・地域では、

ベトナムは豊島区（第二位）や新宿区・文京区・台東区・中野区・北区・荒川区（第三位）に集積し、

フィリピンは墨田区・品川区・大田区・板橋区・練馬区・足立区・葛飾区（第三位）に、米国は千代

田区・中央区・港区・目黒区・世田谷区・渋谷区（第三位）に、インドは江東区と江戸川区（第三位）

に人口が集まっている（図表－48、49）。 

人口増加数に関しても、ほとんどの区で中国・台湾が最も多いが、ベトナムが豊島区と荒川区で人
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口増加の第一位に入っており、インドは江東区では第二位・江戸川区で第三位に、フランスは目黒区

では第二位・渋谷区で第三位に、ネパールが新宿区・大田区・杉並区で第二位に入っているなどの特

徴がある（図表－48、50）。中国・台湾や韓国・朝鮮などと異なり、最近増加が顕著となった国籍・地

域からの外国人は、特に急増の当初には、居住場所が特定の地区に集中することもあるようだ。 

図表-48：区別の外国人数・増加数と 

出身国籍・地域別の人口規模および人口増加数順位（2017年初） 

都道府県 増加数 人口集積順位（2017.1） 人口増加数順位（2016.1-2017.1）

2017.1 構成比 2016.1-2017.1 構成比 1位 2位 3位 4位 1位 2位 3位 4位

都区部 410,650 100.0% 32,008 100.0% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム フィリピン 中国・台湾 ベトナム ネパール ミャンマー

千代田区 2,665 0.6% 111 0.3% 中国・台湾 韓国・朝鮮 米国 フランス 中国・台湾 韓国・朝鮮 カナダ 米国

中央区 6,176 1.5% 629 2.0% 中国・台湾 韓国・朝鮮 米国 インド 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム 米国

港区 18,992 4.6% 506 1.6% 中国・台湾 韓国・朝鮮 米国 フィリピン 中国・台湾 フィリピン 韓国・朝鮮 英国

新宿区 41,235 10.0% 2,650 8.3% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム ネパール 中国・台湾 ネパール ベトナム ミャンマー
文京区 9,174 2.2% 841 2.6% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム ネパール 中国・台湾 ベトナム フランス マレーシア

台東区 14,600 3.6% 566 1.8% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム フィリピン 中国・台湾 ベトナム ネパール ウズベキスタン

墨田区 11,495 2.8% 822 2.6% 中国・台湾 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム 中国・台湾 ベトナム ネパール 韓国・朝鮮
江東区 26,077 6.4% 1,748 5.5% 中国・台湾 韓国・朝鮮 インド フィリピン 中国・台湾 インド ベトナム ネパール
品川区 11,742 2.9% 722 2.3% 中国・台湾 韓国・朝鮮 フィリピン ネパール 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム フィリピン
目黒区 8,094 2.0% 319 1.0% 中国・台湾 韓国・朝鮮 米国 フィリピン 中国・台湾 フランス 米国 ネパール
大田区 21,599 5.3% 1,395 4.4% 中国・台湾 韓国・朝鮮 フィリピン ネパール 中国・台湾 ネパール ベトナム スリランカ

世田谷区 18,196 4.4% 1,313 4.1% 中国・台湾 韓国・朝鮮 米国 フィリピン 中国・台湾 ベトナム 米国 韓国・朝鮮
渋谷区 9,825 2.4% 318 1.0% 中国・台湾 韓国・朝鮮 米国 フランス 中国・台湾 韓国・朝鮮 フランス インド

中野区 15,693 3.8% 1,821 5.7% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム ネパール 中国・台湾 ベトナム ネパール スリランカ

杉並区 14,543 3.5% 1,745 5.5% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ネパール ベトナム 中国・台湾 ネパール ベトナム 韓国・朝鮮
豊島区 27,060 6.6% 2,520 7.9% 中国・台湾 ベトナム ネパール 韓国・朝鮮 ベトナム 中国・台湾 ネパール ミャンマー
北区 19,552 4.8% 1,943 6.1% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム ネパール 中国・台湾 ベトナム ネパール バングラディシュ

荒川区 17,831 4.3% 946 3.0% 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム ネパール ベトナム 中国・台湾 ネパール ミャンマー
板橋区 22,667 5.5% 2,520 7.9% 中国・台湾 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム 中国・台湾 ベトナム ネパール 韓国・朝鮮
練馬区 16,422 4.0% 1,760 5.5% 中国・台湾 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム 中国・台湾 韓国・朝鮮 ベトナム ネパール
足立区 27,417 6.7% 1,876 5.9% 中国・台湾 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム 中国・台湾 ベトナム フィリピン ネパール
葛飾区 18,768 4.6% 2,223 6.9% 中国・台湾 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム 中国・台湾 ベトナム ネパール フィリピン
江戸川区 30,827 7.5% 2,714 8.5% 中国・台湾 韓国・朝鮮 インド フィリピン 中国・台湾 ベトナム インド ネパール

外国人数

 

（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

 

図表-49：区別の出身国籍・地域別外国人人口 

（2017年初） 

区 総数 中国・台湾
韓国・朝
鮮

フィリピン ベトナム ネパール 米国 インド ミャンマー タイ フランス 英国
バングラデ
シュ

インドネシ
ア

オーストラ
リア

東京都区部 410,650 174,658 79,709 23,087 23,336 19,960 13,819 9,606 7,879 6,224 5,526 5,091 3,424 2,704 2,841
千代田区 2,665 1,266 418 53 42 56 171 66 7 39 113 70 5 16 42
中央区 6,176 2,772 1,257 138 166 125 322 267 36 84 88 103 10 32 84
港区 18,992 4,212 3,410 1,021 128 114 3,075 623 50 160 763 803 40 104 593
新宿区 41,235 15,109 10,165 756 3,556 3,430 1,001 227 1,912 719 835 358 222 202 177
文京区 9,174 4,074 1,774 229 579 327 312 90 212 220 244 121 26 68 59
台東区 14,600 6,647 3,319 709 818 588 221 692 97 316 109 82 34 43 55
墨田区 11,495 5,618 2,042 1,283 484 314 147 93 84 375 55 82 109 44 30
江東区 26,077 13,355 4,560 1,520 793 538 430 1,819 345 360 122 143 123 127 90
品川区 11,742 4,369 2,344 765 408 661 565 409 220 182 168 188 48 145 105
目黒区 8,094 1,923 1,566 496 115 286 851 189 51 164 340 357 22 162 222
大田区 21,599 8,387 3,722 2,326 1,053 1,983 559 252 257 400 147 189 166 238 96
世田谷区 18,196 5,495 4,131 812 612 428 1,455 445 103 242 494 684 61 161 318
渋谷区 9,825 2,271 1,547 316 239 192 1,286 172 60 170 643 634 29 82 322
中野区 15,693 6,428 2,888 439 1,517 1,253 471 98 315 240 207 177 85 130 105
杉並区 14,543 5,572 2,684 439 1,108 1,535 672 103 136 218 209 274 39 136 134
豊島区 27,060 13,152 2,539 473 3,237 2,832 392 136 1,783 308 261 155 211 103 77
北区 19,552 10,029 2,667 798 1,556 1,014 227 158 849 166 164 68 944 61 37
荒川区 17,831 7,481 5,584 522 1,525 916 153 98 416 158 64 63 59 68 26
板橋区 22,667 13,016 3,220 1,386 1,238 826 309 117 281 277 176 126 173 142 45
練馬区 16,422 7,231 4,165 980 551 528 510 123 127 277 132 162 75 104 100
足立区 27,417 11,846 7,867 3,495 968 397 239 126 93 416 85 91 178 168 47
葛飾区 18,768 10,011 3,305 1,541 869 689 164 78 204 246 40 65 465 102 31
江戸川区 30,827 14,394 4,535 2,590 1,774 928 287 3,225 241 487 67 96 300 266 46 

（注）国籍・地域別に 2017.1の外国人人口が多い方から 5位までの区を網掛けした 
（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 
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図表-50：区別の出身国籍・地域別外国人増加数 

（2017年初、前年比） 

区 総数 中国・台湾
韓国・朝
鮮

フィリピン ベトナム ネパール 米国 インド ミャンマー タイ フランス 英国
バングラデ
シュ

インドネシ
ア

オーストラ
リア

東京都区部 32,008 15,097 1,035 887 4,597 3,595 380 844 1,128 239 391 242 522 348 192
千代田区 111 110 21 -4 -6 -7 10 -9 0 -3 -16 7 1 -6 7
中央区 629 361 100 5 31 25 31 -5 9 20 2 -11 1 1 13
港区 506 292 73 81 0 -3 -156 5 12 -2 3 32 -18 8 23
新宿区 2,650 1,040 23 56 370 561 60 -25 226 7 14 -14 57 29 27
文京区 841 567 -23 23 92 22 23 11 16 7 39 21 13 -6 11
台東区 566 205 -62 39 143 66 6 37 0 10 -1 5 2 13 -8
墨田区 822 405 37 32 153 64 23 16 18 12 7 16 16 2 2
江東区 1,748 807 23 42 192 96 31 213 56 25 8 25 7 17 15
品川区 722 237 92 65 75 36 39 64 8 3 12 2 -7 9 7
目黒区 319 111 29 12 -10 29 36 6 -1 4 53 13 5 -21 20
大田区 1,395 422 9 69 196 363 4 20 55 -8 21 13 -3 45 11
世田谷区 1,313 637 85 13 129 16 96 66 10 15 29 36 4 11 27
渋谷区 318 102 49 10 3 6 -8 26 12 -1 29 15 8 16 -22
中野区 1,821 875 60 2 319 268 25 15 41 23 9 21 24 22 6
杉並区 1,745 700 100 -9 303 382 46 -9 1 11 21 19 0 41 9
豊島区 2,520 646 50 40 662 492 -9 -27 358 11 29 19 56 9 -6
北区 1,943 921 21 12 400 262 27 27 71 9 28 4 188 -8 9
荒川区 946 301 -102 9 308 214 23 7 60 -3 17 6 14 17 0
板橋区 2,520 1,631 98 53 201 186 14 1 41 18 6 -3 21 23 9
練馬区 1,760 1,071 217 34 134 85 2 -5 45 31 25 4 12 16 8
足立区 1,876 1,030 83 123 287 89 15 16 2 14 29 3 5 33 14
葛飾区 2,223 1,459 29 74 208 201 21 9 42 9 2 12 63 17 7
江戸川区 2,714 1,167 23 106 407 142 21 385 46 27 25 -3 53 60 3  

（注）国籍・地域別に 2016.1から 2017.1までの間の増加数が多い方から 5位までの区を網掛けした 
（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

 

6｜区別・年齢別の外国人人口 

都区部の外国人の年齢別人口分布は、全国と大きな相違はない（図表－51、52、図表 11）。 

年齢別の外国人人口で、2016 年の一年間に増加数が最も多かったのは 20～24 歳の+8,280 人

（+15.9％）で、次いで 25～29歳の+6,731人（+10.8％）だった（図表－53）。同じ年齢層の日本人の

増加をみると、20～24 歳で+7,812 人、25～29 歳では▲1,730 人の減少である（図表－54）。5 歳階級

別にみると、2016年の一年間に日本人人口は 25歳から 44歳までは減少しており、これらの年齢層で

は外国人の人口増加が、年齢別人口総数の減少幅を緩和させている。 

図表-51：都区部の年齢別日本人・外国人人口 

（2017年初） 

図表-52：年齢別にみた外国人人口と人口比率  

（2017年初） 
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 （出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 
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図表-53：年齢別外国人人口増加数・増加率  

（2017年初、前年比） 

図表-54：年齢別増加数（日本人・外国人別） 

（2017年初、前年比） 
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（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 （出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

 

区別に外国人の年齢別人口の総人口（日本人を含めた人口）に占める構成比をみると、多くの区の

20 歳代前半で、外国人の総人口に対する比率が最も高い。新宿区では区内に居住する 20～24 歳人口

の 37.4％が外国人であり、同じく豊島区では 33.3％と、1/3以上が外国人となっている（図表－55）。 

図表-55：区別年齢別にみた外国人の総人口比率（2017年初） 

総数 0～4歳 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50歳以上

都区部 4.4% 3.9% 3.3% 2.7% 5.3% 11.8% 10.2% 7.1% 5.7% 4.1% 3.9% 1.9%

千代田区 4.5% 1.5% 2.3% 2.5% 5.2% 8.9% 8.4% 6.3% 5.3% 5.3% 4.7% 2.7%

中央区 4.1% 3.0% 2.8% 2.7% 3.9% 7.8% 7.4% 6.7% 5.5% 4.0% 3.8% 2.4%
港区 7.6% 6.3% 7.6% 7.3% 7.3% 9.2% 11.0% 11.2% 10.5% 8.9% 8.3% 4.6%
新宿区 12.2% 7.2% 9.2% 9.5% 24.6% 37.4% 24.3% 14.4% 11.3% 9.5% 9.1% 4.1%
文京区 4.3% 2.0% 2.0% 1.8% 5.8% 14.9% 12.0% 6.3% 4.5% 3.0% 3.0% 1.7%
台東区 7.5% 5.7% 5.7% 5.2% 11.3% 23.1% 17.8% 11.3% 9.0% 7.4% 6.8% 3.2%
墨田区 4.3% 4.0% 3.4% 2.7% 5.2% 10.6% 8.8% 6.7% 5.8% 4.6% 4.6% 1.9%
江東区 5.1% 6.5% 5.5% 4.0% 4.9% 9.0% 11.3% 9.5% 7.8% 5.3% 4.8% 2.3%
品川区 3.1% 2.2% 2.0% 2.1% 3.0% 5.8% 6.2% 4.9% 4.2% 3.1% 3.2% 1.6%
目黒区 3.0% 1.8% 1.9% 1.7% 2.4% 5.1% 6.3% 4.8% 3.8% 3.1% 3.1% 1.6%
大田区 3.0% 3.0% 2.2% 1.9% 3.0% 5.6% 6.8% 5.3% 4.3% 3.2% 3.1% 1.4%
世田谷区 2.0% 1.1% 1.0% 1.1% 1.9% 4.6% 4.9% 3.5% 2.8% 2.0% 2.0% 1.0%
渋谷区 4.4% 2.6% 4.3% 4.8% 4.5% 8.6% 8.2% 6.4% 5.2% 4.9% 4.4% 2.4%
中野区 4.8% 2.7% 1.7% 1.7% 10.4% 17.3% 11.5% 6.3% 4.3% 3.2% 3.1% 1.6%
杉並区 2.6% 1.4% 1.0% 0.8% 3.6% 8.9% 6.9% 4.1% 2.9% 1.9% 1.8% 1.0%
豊島区 9.5% 6.6% 4.8% 4.1% 16.8% 33.3% 23.1% 12.3% 8.4% 5.8% 5.7% 2.5%
北区 5.7% 6.2% 4.5% 3.6% 8.6% 18.7% 13.8% 9.5% 7.1% 4.8% 4.4% 1.8%
荒川区 8.4% 6.8% 6.3% 5.6% 10.4% 23.8% 18.9% 12.5% 9.5% 7.5% 7.9% 4.1%
板橋区 4.1% 4.0% 2.8% 2.1% 5.0% 11.5% 10.3% 6.8% 5.1% 3.5% 3.4% 1.6%
練馬区 2.3% 1.7% 1.4% 1.1% 2.5% 6.2% 5.3% 3.6% 3.0% 2.3% 2.1% 1.0%
足立区 4.0% 5.2% 4.1% 2.9% 3.3% 5.7% 7.6% 7.9% 6.5% 4.5% 4.3% 2.2%
葛飾区 4.1% 5.4% 3.7% 2.6% 3.9% 8.8% 10.6% 8.6% 6.7% 4.1% 3.8% 1.6%
江戸川区 4.5% 5.6% 4.3% 2.6% 4.0% 9.6% 10.5% 8.8% 7.0% 4.5% 3.8% 1.6% 

（注）年齢別に外国人人口/総人口を算出。外国人人口比率 5～10％未満を黄色、10～20％未満を肌色、20％以上を橙色で網掛けした 
（出所）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 
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7｜外国人を含む世帯の増加 

都区部でも「外国人を含む世帯」数の増加が続いている。2017年 1月の「外国人を含む世帯」数は

30 万 5 千世帯で、都区部の総世帯数（499 万 7千世帯）の 6.1％となった（図表－56）。「外国人を含

む世帯」の増加率が一年間に 8.9％に達する一方、日本人世帯数の増加が頭打ちとなっているため（日

本人のみの世帯増加率は 1.2％）、世帯の一年間の増加数に占める「外国人を含む世帯」が占める比率

は上昇しており、2016年の一年間では 30.5％と 3割を上回った（図表－57）。 

図表-56：外国人を含む世帯数と 

総世帯数に占める構成比（各年初） 

図表-57：都区部の外国人を含む世帯の増加数と 

総世帯増加数に占める比率（各年初） 
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人口」 
（出所）東京都「外国人人口」「住民基本台帳による東京都の世帯と人

口」 

 

「外国人を含む世帯」の増加数が多い区は、新宿区、豊島区、板橋区、江戸川区などであり、8 つ

の区で前年からの増加率が 10％を上回っている（図表－58）。 

豊島区では 2016年の一年間に、日本人のみの世帯の増加数が+1,238世帯であったのに対し、「外国

人を含む世帯」の増加数は+2,170世帯であり（外国人のみの世帯の増加数は+2,148世帯）、区全体の

世帯増加数の 63.7％を占めた。新宿区においても「外国人を含む世帯」の増加数は総増加数の 59.9％

を占めており、若年層を中心とした外国人の増加と、「外国人を含む世帯」の増加は、都区部住宅市場

でも重要度が高まり始めていると思われる。 

図表-58：区別の外国人を含む世帯の増加数と増

加率（2017年初、前年比） 

図表-59：区別の外国人を含む世帯比率（2017年

初）と総世帯増加数に占める構成比（前年比） 
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（出所）東京都「外国人人口」「住民基本台帳による東京都の世帯と
人口」 
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区別の外国人人口増加率（図表－46）と「外国人を含む世帯」の増加率（図表－58）をみると、区

ごとの人口増加率と世帯増加率に大きな差がみられる。このため、区によって「外国人を含む世帯」

での人員数に差異があることが予想される。そこで、区別に外国人人口を外国人のみの世帯数で除し

て、外国人のみの世帯の世帯当たり人員数を概算値として計算した17。すると、外国人の 1 世帯あた

り人口は区別に大きな格差があり、足立区や江東区、葛飾区、大田区では 1世帯当たり人員数が 2人

を上回る一方、豊島区や新宿区、中野区では 1.4人に満たなかった（図表－60）。 

区ごとの外国人を含む世帯の世帯当たり人員数の違いは、居住する住宅の面積にも影響すると思わ

れるため、外国人の住宅需要を考える上で重要と考えられる18。 

そこで、2015年の国勢調査から、出身国籍・地域別に都区部における「外国人を含む世帯」の 1世

帯当たりの人員数を計算すると、世帯あたり人員数が多いのが、インド（2.24人）やイギリス（1.96

人）、アメリカ（1.93人）、韓国・朝鮮（1.91人）などで、ベトナムやタイ、インドネシアは都区部の

単独世帯比率が 70％を上回り、1世帯あたりの人員数は 1.4人を下回る数値であった。（図表－61）。 

図表-60：区別の 1世帯当たり人員数（概算値） 

（日本人のみの世帯・外国人のみの世帯別） 

（2017年初） 

図表-61：世帯主の出身国籍・地域別にみた都区

部の外国人を含む世帯の 1世帯当たり人員数と 

単独世帯比率（2015年 10/1時点） 
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（注）日本人のみの世帯＝日本人人口／日本人のみの世帯数 

外国人のみの世帯＝外国人人口／外国人のみの世帯数 で計算。 
日本人と外国人の複数国籍世帯があるため概算値。 
（出所）東京都「外国人人口」「住民基本台帳による東京都の世帯と

人口」 

（注）日本人を世帯主とする世帯の単独世帯比率が 0％になっている

のは、ここでの集計が外国人のいる世帯を集計したものであり、日本
人を世帯主とする場合、必ず外国人との 2人以上の世帯となるため。
日本人が世帯主である世帯の世帯当たり人員数が高いのも、最低 2

人以上の世帯となるため。 
（出所）2015年国勢調査 

 

5――おわりに 

本稿では、日本国内で急増する外国人人口と世帯数に関して、人口統計を基に基礎的な情報の把握

を行ってきた。外国人人口の増加と世帯数の増加は、日本人人口の減少が加速する中で、不動産市場

にとっても無視できない存在となる可能性が高まっている19。 

                                                
17 概算値としたのは、日本人と外国人の複数国籍世帯があるため。 
18 区ごとの世帯当たり人員数の違いは、各区に居住する外国人の国籍・地域や年齢層、労働者か学生か、単身世帯か家族世

帯か、世帯所得や家賃水準などのさまざまな要因が反映していると考えられる。 
19 参考までに、近年、来日外国人による刑法犯検挙件数・検挙人員数は底ばいの状況にあるが、国籍別・地域別の人口が急

増しているベトナム人による刑法犯罪が増加するなどの影響もみられる。警察庁「•来日外国人犯罪の検挙状況」によると、

2015 年の外国人の刑法犯検挙件数は 9,417 件で前年比▲2.6％の減少だったが、ベトナム国籍では+29.6％の増加で中国を上

回り国籍等別で最多となった。なお、2016 年上期はベトナムの検挙件数の構成比は下がり再び中国が上回ったという。 
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実際、国立社会保障・人口問題研究所によると、2020年の日本の総人口は 2017年と比べ▲121万人

の減少、2025年には同▲399万人の減少、2030年には同▲741万人の減少と、今後の毎年の減少幅は

拡大が続くと予測されている20。 

本稿は最近の外国人人口と世帯数に関する基本的な情報をとりまとめたものであるが、今後の国内

外国人人口の増加に対する基本知識として少しでも参考になればと考えている。 

 

 

                                                
20 本年 4 月に公表された予測では、2015 年 10 月から 2016 年 10 月までに総人口は▲25 万 7 千人の減少とされているが、

実際には、図表－6 にあるように▲16 万 2 千人の減少であった。この差異の理由のひとつに、外国人人口の急増があると思

われる。予測の仮定条件として、外国人の入国超過数を過去からのトレンドに基づき、毎年 7 万人程度と設定しているが、

実際には 14 万人ほどの増加があったと思われる（住民基本台帳に基づく人口によると、2016 年の一年間の外国人の社会増

減数は 13 万 9 千人の増加）。このように、外国人人口の増加は今後の国内人口の見通しにも大きな影響を与えると思われる。 


